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当社のコーポレート・ガバナンスの状況
１．コーポレート・ガバナンスの基本方針
　当社は、意思決定の透明性・公平性を確保し、保有する経営資源（人・物・金・情報）を有効に
活用するとともに、迅速かつ果断な意思決定により持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現
するため、コーポレート・ガバナンスの充実が重要な課題であると認識しております。
　当社は、次の基本方針に沿って、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。

⑴　株主の権利・平等性の確保
　当社は、全ての株主に対して実質的な平等性を確保するとともに株主の権利が確保されるよ
う、金融商品取引法及び関係法令や東京証券取引所の定める適時開示等に係る規則を遵守し、速
やかな情報開示を行っております。

⑵　株主以外のステークホルダーとの適切な協働
　当社は、企業価値を財務的価値のみならず、数字では表せられない無形な価値も社会的責任を全う
するためには必要であると認識し、顧客、取引先、社会、従業員、株主など、各ステークホルダー
との適切な協働を実践してまいります。また、取締役会・経営陣は、当社の経営理念に基づき、
法令、定款及び社内規程等を遵守するとともに、高い倫理観と社会的良識をもって、全ての
ステークホルダーを尊重し協働する企業文化・風土の醸成に向け、リーダーシップを発揮して
まいります。
　なお、海洋プラスチックごみ問題などの環境問題解決は、各企業・団体が一丸となって対処
すべき課題であるとの考えから、2020年３月にエフピコ環境基金を創設し、環境保全をテーマ
に活動するＮＰＯ団体などへ助成を行うとともに、社員も積極的に参加しております。

⑶　適切な情報開示と透明性の確保
　当社は、情報開示は重要な経営課題の一つであると認識しており、顧客、取引先、社会、従業員、
株主など、各ステークホルダーから理解を得るために、適切な情報開示を行うことが必要不可欠
と考えております。法令に基づく開示以外にも重要と判断される情報（非財務情報も含む。）に
ついては、当社ホームページや企業報告書「エフピコレポート」等の様々な手段により積極的に
開示を行っております。

⑷　取締役会等の責務
　当社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、持続的成長と中長期的な
企業価値の向上を目指し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、当社の目指す経営目標の実現
に向けて重要な企業戦略を定めて実行しております。また、内部統制システムやリスク管理体制
を整備することで、経営陣幹部による適切なリスクテイクを支えるための役割や責務を果たして
おります。
　当社は、会社法上の機関設計として監査等委員会設置会社を選択しており、６名の独立社外取
締役で構成する監査等委員会が経営監視の役割を担い、透明性の高い経営の実現に取り組んで
おります。監査等委員会は、業務執行者からの独立性を確保し、監査等委員である取締役は、
取締役会における議決権が付与され監査・監督機能の強化を図っております。また、監査等委員
である取締役は、取締役会の他重要な会議に出席するとともに、必要に応じて業務執行部門から
報告を求め、当社の業務執行状況に関する情報を収集しております。

⑸　株主との対話
　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するため、株主との建設的な対話を
積極的に行い、株主の意見や要望を経営に反映させ、株主とともに当社を成長させていくことが
重要と認識しており、代表取締役やＩＲ活動を統括する取締役を中心に当社の経営戦略や経営
計画に対する理解を得るため、株主との対話の場を設けております。
　当社は、株主との対話に際して、投資家の投資判断に重要な影響をおよぼす未公開の重要事実
（インサイダー情報）の漏洩防止に努め、万一、未公表の決算情報などの重要な情報を証券
アナリストなどに提供した場合、フェア・ディスクロージャー・ルールに則り、速やかに他の
投資家にも公平に情報提供を行います。
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２． 経営・業務執行体制の概要
⑴　当社のコーポレート・ガバナンス体制
　2023年３月31日時点の当社のコーポレート・ガバナンスの体制は、以下のとおりです。

株主総会

<監査等委員会>
監査等委員である取締役

監査等委員でない取締役

監査室
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会
計
監
査
人

代表取締役

経営会議
オペレーション会議
情報交換会

業務担当取締役
執行役員

選任・解任 選任・解任

選任・解任

監査
モニタリング

付議・報告

監査・監督

指示

指示

指示

指示

報告報告

報告 報告

指示

報告

監査

連携

連携

連携
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問
弁
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士

助言

業務執行部門

選定・監督

提案・報告 報告・意見陳述

取締役会

報酬諮問委員会

答申諮問

指名諮問委員会

答申諮問

⑵　現状の体制を選択している理由
　当社は、業務の執行と監督の分離をより一層進め、業務執行における決定の迅速性及び機動性
を向上させると同時に業務執行に対する監督機能の強化を図ることで、取締役会が高度な説明
責任を果たし、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現させることを目的として、監査等
委員会設置会社を採用しております。
　当社の監査等委員会は、６名の独立社外取締役で構成されております。社外取締役には、多様
な経験と幅広い見識を有する有識者などを選任し、取締役会等において、業務の執行と一定の距
離を置いた立場から意見を行うことで、客観的な経営の監督の実効性を確保しており、透明性の
高い経営の実現に取り組んでおります。
　監査等委員会の機能を最大限に生かし、業務執行の監査・監督機能を一層強化して持続的成長
と中長期的な企業価値の向上を目指すには、現体制が最適であると考えております。

⑶　取締役への研修方針
　当社は、取締役を対象として、その役割と責務に必要な研修を実施しており、コンプライアン
ス遵守を重視した研修、ハラスメント防止研修、LGBT研修、リスクマネジメント研修、気候変
動などの環境問題への対応に関する研修等、その時々の経営テーマについて議論し認識を共有化
しています。取締役（社外取締役を含む）には、就任の際に、当社グループの事業・財務・組織
の概要説明を行うとともに、必要に応じて工場、配送センター等、主要拠点の見学を実施し、当
社グループへの理解を深める施策を行っております。
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３．内部統制に係る体制
⑴業務の適正を確保するための体制の概要
　当社取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制（「内部統制システムの
基本方針」）及びその運用状況は、次のとおりであります。
①当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制と損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．コンプライアンス体制
　取締役及び使用人が、高い倫理観と社会的良識を持ち、コンプライアンス精神の浸透を
図ることを目的に制定した「エフピコグループ行動憲章」、「エフピココンプライアンス
行動規範」を会社法の精神に則り、取締役及び使用人に対して周知を図る。
　法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、内部通報
制度の詳細を規定した「職場相談窓口に係る規程」に基づき、社内の通報窓口のほか経営陣
から独立した窓口として弁護士事務所を設置するとともに通報者の不利益の防止を図る。
　法務・コンプライアンス統括室において、グループ横断的にコンプライアンスに係る
教育・研修、内部通報制度の運用状況の検証、その他コンプライアンスについての取り組み
を推進する。

ロ．リスク管理体制
　「リスク管理規程」に基づき、リスクを区分してグループ全体のリスクを適切に管理
する。具体的には、生産・物流・販売に関する業務リスクでは、原則月次で取締役、
執行役員、ジェネラルマネージャーによるオペレーション会議が開催され、リスクを共有化
するとともに課題・対応策を審議する。また、グループ会社のリスク管理では、取締役、
執行役員、グループ会社の代表者による情報交換会が定期的に開催され、リスクを共有化
するとともに課題・対応策を審議する。
　当社グループに危機的事態が顕在化したときのため、その被害を最少化するための危機管理
について「危機管理規程」を定め、当社及び子会社の取締役及び使用人に周知する。

ハ．モニタリング体制
　業務執行部門とは独立した監査室による内部監査を実施し、業務執行部門のリスク管理
状況、コンプライアンス状況も含めモニタリングを行う。これにより、使用人の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保する。

ニ．情報開示体制
　法定開示及び適時開示に関係する情報は、インサイダー情報管理委員会に情報集約し、
関係部門と協議の上、開示の必要性要否の判断を行う。より一層透明性を確保し健全性を
図るため、「インサイダー情報管理規程」に基づき情報開示体制を確保する。

②当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務に係る情報の保存・管理は、「文書管理規程」で定め、適正な運用を図るもの
とする。保存文書の保存年限は、関係法令で定められた期間とし、必要に応じて閲覧可能な
状態を維持するものとする。

③当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、監査等委員会設置会社であり、経営の意思決定の迅速化と取締役の職務執行の
監査・監督機能の強化を図る。経営に関する重要事項を協議する機関としては、経営会議を
設置する。
　経営上の意思決定機関として取締役会を原則月次で開催し、重要事項の決定のほか、取締役
の業務執行状況の監督を行い、効率的な執務執行を確保する。

④当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び子会社の
取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　当社が定める「グループ運営規程」において、子会社の経営上の重要事項または問題が発生
した場合、速やかに主管本部・主管会社へ報告・連絡するとともに、当社への報告を義務づ
け、子会社の財務状況やその他重要情報について、必要に応じて随時報告を実施する。
　その他当社グループは、原則月次で当社及び当社子会社の取締役が出席する経営会議を開催
し、当社子会社において発生した重要な事象について経営会議における報告を義務づける。
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⑤監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、また、その取締役及び
使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項、及び取締役
及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置く場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、
監査等委員会の職務を補助すべき使用人を指名することができる。
　当該使用人は、監査等委員会の指示命令に従うものとし、当該使用人の人事異動、人事評価、
懲戒処分等、雇用に係る重要事項についてはあらかじめ監査等委員会の同意を得るものとす
る。

⑥当社及びグループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等
委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制及び当該報告
をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当社及びグループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等
委員会から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を行わなけれ
ばならないものとする。内部通報制度に基づき、不正行為が確認された場合は、監査等委員会
へ遅滞なく報告を行うよう、取締役及び使用人に対してその周知を図るものとする。
　また、監査等委員会に対しては、内部監査部門である監査室より内部監査に関わる連絡と
監査結果の報告を行い、監査等委員会は必要に応じて監査室に調査を求めるなど緊密な連携
を図る。
　監査等委員会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

⑦監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査等委員の職務の執行について合理的に生ずる費用の前払いまたは償還、その他
当該職務の執行について生ずる費用または債務を、監査等委員の請求に基づき速やかに
処理するものとする。

⑧その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するために、監査等委員会は、会計監査人
や内部監査部門である監査室と連携するとともに、会社を取り巻くリスク・課題について、
意見交換を行う。また、監査等委員は、取締役会の他重要な会議に出席するとともに、必要に
応じて業務執行部門から報告を求め、当社の業務執行状況に関する情報を収集する。
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⑵業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりでありま
す。

①コンプライアンスに関する運用状況
　社員がどのように行動すべきかを示した「エフピコグループ行動憲章」、さらに、同憲章の
精神に則った「エフピココンプライアンス行動規範」を社内ネットワークシステムへ掲載し
随時確認できる環境を整備しているとともに、コンプライアンス集合研修やコンプライアンスの
注意喚起を促すための定期的な情報提供等により、コンプライアンス意識の醸成・浸透を図って
おります。
　また、不正行為の早期発見と是正を図り、コンプライアンス体制の強化に資することを目的と
して、「職場相談窓口に係る規程」を設け、内部相談窓口のほか、社外ヘルプラインとして
弁護士事務所を設置するなど、内部通報制度を強化・整備して運用しております。相談者が、
相談を行ったことにより解雇その他いかなる不利益を被ることのないよう規定し、相談に当たっ
ては、プライバシーの保護に十分留意して対応しております。
　不正行為の疑いがあるとの相談を受けた場合、相談内容を速やかに調査した上で、不正行為に
ついては、速やかに是正措置及び再発防止措置を講じ、取締役会に報告する等、内部通報に対す
る適切な体制を敷いております。

②リスク管理に関する運用状況
　具体的なリスク管理として、生産・物流・販売に関する業務リスクでは、原則月次で取締役、
執行役員、ジェネラルマネージャーによるオペレーション会議が開催され、リスクを共有化する
とともに課題・対応策を審議しております。また、グループ会社のリスク管理では、取締役、
執行役員、グループ会社の代表者による情報交換会が定期的に開催され、リスクを共有化すると
ともに課題・対応策を審議することで、発生リスクへの早期対応並びに、同様のリスクが発生す
ることの未然防止に努めております。

③職務執行体制に関する運用状況
　経営に関する重要事項を協議する機関としては、経営会議を設置し、原則月次で開催しており
ます。また、経営上の意思決定機関として取締役会を原則月次で開催し、重要事項の決定のほ
か、取締役の業務執行状況の監督を行い、効率的な執務執行体制を敷いております。
　また、情報資産を適切に保護することにより事業活動を正常かつ円滑に行うことを目的として
制定した「情報セキュリティ管理規程」に基づき、情報資産の取扱い、管理方法等のルール遵守
を徹底する中で、業務執行部門とは独立した監査室がモニタリングを実施し情報セキュリティ
管理の実効性を確認しております。さらにモニタリング時の不備事項の改善指示や管理強化の
ための情報発信などを行い、情報資産の不正利用や漏洩の防止に努めております。

④監査体制に関する運用状況
　業務執行部門とは独立した監査室が、内部監査計画に基づき、定期的に当社及び子会社の業務
監査を実施し、その結果を監査報告書にて、全ての取締役、執行役員に報告することで業務執行
の改善を図っております。また、当社は、監査室、監査等委員と会計監査人のレビュー報告会を
四半期毎に開催し、相互に意見交換を行うことで情報共有を深めております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 13,150 15,545 107,443 △5,561 130,577

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,846 △3,846
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 11,529 11,529

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 7 30 37
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 7 7,683 29 7,720

当 期 末 残 高 13,150 15,552 115,126 △5,531 138,298

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,283 － △100 1,182 695 132,455

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,846
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 11,529

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 37
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △207 △25 184 △47 43 △4

連結会計年度中の変動額合計 △207 △25 184 △47 43 7,715

当 期 末 残 高 1,075 △25 84 1,134 738 140,171

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　29社
・主要な連結子会社の名称

エフピコ商事株式会社
エフピコチューパ株式会社
エフピコ物流株式会社
株式会社アイ・ロジック
エフピコアルライト株式会社
エフピコインターパック株式会社
エフピコダイヤフーズ株式会社
エフピコイシダ株式会社
西日本ペットボトルリサイクル株式会社
エフピコ上田株式会社
エフピコグラビア株式会社

②非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　１社
・非連結子会社の名称

FP Malaysia Sdn.Bhd.（以下、「FP Malaysia」）
・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社（FP Malaysia）の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等からみて、連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外し
ております。

⑵　持分法に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数　　　２社
・会社の名称

Lee Soon Seng Plastic Industries Sdn. Bhd.（以下、「LSSPI」）　※１
株式会社アペックス　※２

※１　決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の直近の四半期決算をもとにした仮決算によ
り作成した計算書類を使用

※２　決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・会社の名称

FP Malaysia
株式会社アイティエム

・持分法を適用しない理由
持分法を適用していない非連結子会社（FP Malaysia）及び関連会社（株式会社アイティエム）
は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象
から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
①連結の範囲の変更

エフピコみやこひも株式会社は、当連結会計年度中にエフピコ商事株式会社との合併により消滅した
ため、連結の範囲から除外しております。

②持分法の適用の範囲の変更
当連結会計年度からLSSPIを持分法適用の関連会社に含めております。これは、当連結会計年度中に当
社が新たにLSSPIの株式を取得したことにより、関連会社に該当することとなったため、持分法適用の
関連会社に含めることとしたものであります。
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⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産
商品、製品、原材料及び仕掛品

月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定)を採用しております。

貯蔵品
最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
を採用しております。

②　減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。
　(主な耐用年数）

　建物及び構築物　　　　　　　　　15年～38年
　機械装置及び運搬具　　　　　　　４年～８年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計
上しております。

ハ．役員賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額
を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支
給額を計上しております。

ホ．執行役員退職慰労引当金
当社は、執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計
上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループは、簡易食品容器関連事業の単一セグメントであり、主として当社グループにおいて生
産した製品と外部から仕入れた商品の販売及びこれに付帯するサービスの提供を行っております。
イ．収益の認識時点

主な取引における収益の認識時点は以下のとおりであります。
製品又は商品の販売に関して、当社は顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、製品又は商品を引き渡す一時点において、顧客が当
該製品又は商品に対する支配を獲得して充足されると判断しております。

ただし、取引の大部分が国内取引であり出荷時点から引渡時点までが通常の期間であるため、
重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、出荷時点で製品又は商品と交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。

ロ．収益の測定
取引の対価は値引及び販売手数料等を控除した金額で測定しております。また、取引の対価は1
年以内に受領しており重要な金融要素は含まれておりません。なお、当社が代理人として商品の
販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。
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建物及び構築物 1,022百万円
機械装置及び運搬具 2,090
その他 14

計 3,127

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 50,150百万円
借入実行残高 364
差引額 49,786

⑤　重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており
ます。

⑥　のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却してお
ります。ただし、金額が僅少なものについては発生時に一括で償却しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき退職給付に係る負債を計上しております。なお、一部の連結子会社は退職給付に係る負債及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した金額を、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理
しております。

２．会計上の見積りに関する注記
（未払売上値引及び未払販売手数料の見積り計上）

⑴　当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額　2,648百万円

⑵　その他の情報
売上高に対する売上値引及び販売手数料（以下、「売上値引等」）の金額は、主に当社の一次顧客
（包装問屋等）から二次顧客（一般ユーザー等）への売上データに基づき算出しております。当連結
会計年度末時点において売上値引等の金額が確定していないものについては、当該売上データの過去
実績及び社内外の環境変化等を踏まえて合理的に算出した金額を未払費用として計上しております。
今後発生する売上値引等が見積りを上回った場合、翌連結会計年度において追加計上が必要となる可
能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額　　145,103百万円

⑵　国庫補助金等の受入れにより取得価額より控除した固定資産の圧縮記帳累計額

⑶　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を
締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであり
ます。

４．連結損益計算書に関する注記
　売上原価からの控除項目

売上原価から控除している障がい者雇用に対する助成金の金額　　530百万円
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当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末株式数(株)

発行済株式
普通株式 84,568,424 － － 84,568,424

合　計 84,568,424 － － 84,568,424
自己株式

普通株式(注) 2,735,080 607 15,091 2,720,596
合　計 2,735,080 607 15,091 2,720,596

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年５月20日
取 締 役 会 普通株式 2,086 25.50 2022年３月31日 2022年６月６日
2022年10月31日
取 締 役 会 普通株式 1,759 21.50 2022年９月30日 2022年11月24日

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日
2023年５月26日
取 締 役 会 普通株式 2,087 利益剰余金 25.50 2023年３月31日 2023年６月12日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 普通株式の自己株式の株式数の増加607株は、単元未満株式の買取りによる増加307株、譲渡制
限付株式報酬として処分した自己株式の無償取得による増加300株によるものであります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少15,091株は、単元未満株式の買増し請求による減少36株、
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少15,055株によるものであります。

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

－ 10 －



連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴投資有価証券

その他有価証券 3,413 3,413 －
⑵長期借入金（＊1） 81,796 80,735 △1,060
⑶リース債務（＊2） 1,847 1,845 △2

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的で安全性の高い預金等に限定し、また、資金調達につ
いては銀行借入及びコマーシャル・ペーパーの発行による方針です。デリバティブ取引は、外貨建取
引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約を行い、投機的な取引は行わない方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクにさらされております。当該リスクに
関しては、取引先与信管理規程に従い、取引先ごとの与信限度額管理及び残高管理を行うとともに、
全ての取引先の信用状況を、定期的に信用調査書等により把握する体制としています。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクにさらされてお
ります。
　営業債務である買掛金の支払期日は、そのほとんどが４ヶ月以内であります。
　借入金及びコマーシャル・ペーパーは主に設備投資に係る資金調達です。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とし
た為替予約であります。デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行っておりま
す。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）２.を参照くださ
い。）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、未収入金、買掛金、短期借入
金、コマーシャル・ペーパー及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似することか
ら、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（＊1）１年以内返済予定の長期借入金14,545百万円を含んでおります。
（＊2）流動負債の部に計上されているリース債務1,031百万円を含んでおります。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 3,413 － － 3,413

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
長期借入金 － 80,735 － 80,735
リース債務 － 1,845 － 1,845

区分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 百 万 円 ）
非上場株式 7,485

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）１. 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　投資有価証券

これらの時価は、取引所の価格によっており、その時価をレベル１の時価に分類しておりま
す。

　長期借入金
固定金利による借入金については、ＤＣＦ法（割引金利を「リスク・フリー・レート＋スプレ
ッド」とする計算方法）を用いた将来キャッシュ・フローの現在価値を合計し、時価を算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。

　リース債務
リース債務の時価については、ＤＣＦ法（割引金利を「同様の新規リース取引を行った場合に
想定される利率」とする計算方法）を用いた将来キャッシュ・フローの現在価値を合計し、時
価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注）２. 市場価格のない株式等は、「⑵投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。当該金融
商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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品目 売上高（百万円） 前年同期比（％）
製品

トレー容器

弁当・惣菜容器

その他製品

41,199

121,191

3,669

105.0

111.0

108.2
小計 166,060 109.4

商品

包装資材

その他商品

43,114

2,111

102.8

105.8
小計 45,225 102.9
合計 211,285 108.0

⑴　１株当たり純資産額 1,703円56銭
⑵　１株当たり当期純利益 140円87銭

７．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

８．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
当社グループは、簡易食品容器関連事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

(2)　収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（連結注記表）１.連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項に関する注記（4）会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
です。

(3)　当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報は重要性が乏しいため
注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

(単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 13,150 15,487 56 15,544 667 15,200 68,134 84,002 △5,634 107,063
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,846 △3,846 △3,846
当 期 純 利 益 9,543 9,543 9,543
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 7 7 31 38
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 7 7 － － 5,696 5,696 30 5,733
当 期 末 残 高 13,150 15,487 64 15,551 667 15,200 73,831 89,698 △5,604 112,796

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 1,070 1,070 108,133
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,846
当 期 純 利 益 9,543
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 38
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) △207 △207 △207

事業年度中の変動額合計 △207 △207 5,526
当 期 末 残 高 863 863 113,660

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建　　　　物 15年～38年
機械及び装置  8 年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料及び仕掛品

月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定)を採用しております。

貯蔵品
最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を
採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
　（主な耐用年数）

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいており
ます。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して
おります。

③　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

⑤　執行役員退職慰労引当金
執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しておりま
す。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 126,368百万円

①短期金銭債権 14,432百万円
②長期金銭債権 2
③短期金銭債務 23,002

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 49,600百万円
借入実行残高 －
差引額 49,600

関係会社に対する売上高 23,917百万円
関係会社に対する営業費用 69,778
関係会社との営業取引以外の取引高 2,827

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 ( 株 ) 当事業年度末株式数(株)

普 通 株 式 （ 注 ） 2,735,080 607 15,091 2,720,596
合 計 2,735,080 607 15,091 2,720,596

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、簡易食品容器関連事業の単一セグメントであり、主として当社において生産した製品と外部
から仕入れた商品の販売及びこれに付帯するサービスの提供を行っております。

① 収益の認識時点
主な取引における収益の認識時点は以下のとおりであります。
　製品又は商品の販売に関して、当社は顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履
行義務を負っております。当該履行義務は、製品又は商品を引き渡す一時点において、顧客が当
該製品又は商品に対する支配を獲得して充足されると判断しております。
　ただし、取引の大部分が国内取引であり出荷時点から引渡時点までが通常の期間であるため、
重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、出荷時点で製品又は商品と交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。

② 収益の測定
取引の対価は値引及び販売手数料等を控除した金額で測定しております。また、取引の対価は1年
以内に受領しており重要な金融要素は含まれておりません。なお、当社が代理人として商品の販
売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

2．会計上の見積りに関する注記
（未払売上値引及び未払販売手数料の見積り計上）

⑴　当事業年度に係る計算書類に計上した額　2,648百万円
⑵　その他の情報

連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記（未払売上値引及び未払販売手数料の見積り計上）
⑵  その他の情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

3．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権債務額

⑶　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結して
おります。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

5．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 普通株式の自己株式の株式数の増加607株は、単元未満株式の買取りによる増加307株、譲渡制限
付株式報酬として処分した自己株式の無償取得による増加300株によるものであります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少15,091株は、単元未満株式の買増し請求による減少36株、譲
渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少15,055株によるものであります。
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未払事業税否認額 116百万円
賞与引当金 294
退職給付引当金 710
投資有価証券評価損 51
未払費用否認額 903
その他 545

繰延税金資産小計 2,623
評価性引当額 △106

繰延税金資産合計 2,516

その他有価証券評価差額金
その他

△379
△47

繰延税金負債合計 △427
繰延税金資産の純額 2,088

種　類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有
( 被 所 有 ) 割 合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 エフピコ物流株式会社 所有
直接100％

製商品の保管及び配送の委託
配当金の受取
資金の借入

製商品の保管及び配送の委託
配当金の受取
資金の借入

15,548
245

17,315

未 払 金
－

短 期 借 入 金

1,953
－

2,496

子会社 エフピコ商事株式会社 所有
直接100％

原材料及び商品の仕入
資金の借入

原材料及び商品の仕入
資金の借入

27,084
9,503

買 掛 金
短 期 借 入 金

2,549
5,557

子会社 エフピコみやこひも株式会社
（注２）

所有
直接100％ 配当金の受取 配当金の受取 1,100 － －

子会社 エフピコインターパック株式会社 所有
直接100％ 資金の貸付 資金の貸付 3,984 短 期 貸 付 金 2,335

子会社 エフピコアルライト株式会社 所有
直接100％ 資金の貸付 資金の貸付 5,162 短 期 貸 付 金 2,596

子会社 エフピコチューパ株式会社 所有
直接100％ 資金の借入 資金の借入 3,735 短 期 借 入 金 3,124

子会社 エフピコグラビア株式会社 所有
直接100％ 資金の貸付 資金の貸付 5,204 短 期 貸 付 金 3,827

子会社 株式会社アイ・ロジック 所有
直接100％ 資金の借入 資金の借入 4,754 短 期 借 入 金 781

子会社 エフピコダイヤフーズ株式会社 所有
直接100％ 配当金の受取 配当金の受取 600 － －

⑴　１株当たり純資産額 1,388円68銭
⑵　１株当たり当期純利益 116円60銭

6．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

(繰延税金負債)

7．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
①価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に、交渉により決定しております。
②貸付金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。
③借入金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。
④配当金は、財務状況を勘案して配当額を決定しております。

２. エフピコみやこひも株式会社は、当事業年度中にエフピコ商事株式会社との合併により消滅してお
ります。このため、取引金額には関連当事者であった期間の金額を記載しております。

８．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

連結注記表「８. 収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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